
特定行為研修制度に係る 
福島県の取り組み 
   

  
     

   日時：平成２９年３月２日（木）１０時〜１２時 
 場所：三田共用会議所 

 

                福島県保健福祉部 医療人材対策室  

                             専門保健技師 阿蘇ゆう 
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本日のお話 

特定行為研修制度に係る福島県の取り組み 

１ 背景 

  （１）看護職員数の推移 

  （２）看護職員確保事業 

２ 特定行為研修指定研修機関の状況 

３ 特定行為研修事業に関するこれまでの取り組み 

  （１）関係機関への通知の発出 

  （２）既存の会議を活用した事業の周知 

  （３）特定行為研修に関するニーズ調査等 

４ 特定行為研修事業推進に向けた次年度計画 
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福島県内の看護職員数 
保健師助産師看護師法第３３条に基づく就業届（各年１２月末現在） 
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年度 保健師 助産師 看護師 准看護師 計
２年の
増減

H16 744 444 11,942 8,792 21,922 297

H18 806 406 12,761 8,893 22,866 944

H20 857 411 13,483 8,727 23,478 612

H22 879 436 14,306 8,494 24,115 637

H24 882 442 14,590 7,702 23,616 ▲ 499

H26 946 466 15,431 7,405 24,248 632

H22→26 67 30 1,125 ▲ 1,089 133



看護職員の年代別就業者数 
保健師助産師看護師法第３３条に基づく就業届（各年１２月末現在） 
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 福島県では、「看護職員需給計画」を策定している。 

 ※医療計画の部門別計画、昭和４３年から５年に１回策定 

＜福島県看護職員需給計画検討会＞ 

  看護職員の需給見通し、養成・確保、資質向上など 

  各種施策について、広く関係者の意見を反映する。 

■委員 

 学識経験者（国立大学、県立大学など） 

 医療関係者（県医師会、県病院協会、県看護協会など）       

 教育関係者（県内看護学校・准看護学校の協議会） 

 福祉関係者（県社会福祉協議会） 

 保健関係者（県保健所長会） 
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福島県看護職員需給計画 



福島県看護職員需給計画 
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 東日本大震災からの復旧・復興 

● 新卒看護職の県内 

  就業促進 

● 看護職員の定着に 

  向けた職場環境づくり 

● 潜在看護職の再就業 

  支援 

● 看護職を目指す 

  学生の確保 

● 看護師等養成所 

 の教育体制の充実 

● 看護職員の専門性 

  の向上 

   



看護職員の資質の向上 ～専門性の向上～ 

■福島県専門看護師認定者数の推移            ■福島県認定看護師認定者数の推移  
 
 
 
 
 

  
        

                             
 
 

  
 
                        
 

 
 

                         
  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

資料：日本看護協会 

 

年(西暦) 2010 2011 2012 2013 2014 2015
2016

10月現在
皮膚・排泄ケア 14 20 20 25 28 31 32

緩和ケア 9 11 11 16 18 24 26
感染管理 11 14 14 17 21 21 25

がん化学療法看護 7 11 12 13 16 19 20
救急看護 5 6 7 8 10 11 12

がん性疼痛看護 4 6 10 9 10 11 11
認知症看護 1 2 4 7 10
集中ケア 4 4 6 7 7 8 9

糖尿病看護 1 4 4 5 5 9 9
訪問看護 2 3 3 5 6 6 7

摂食・嚥下障害看護 2 2 3 3 4 7 7
新生児集中ケア 1 4 4 4 5 5 6

不妊症看護 2 2 2 3 3 3 4
乳がん看護 1 1 1 2 2 4 4

慢性心不全看護 2 2 3 4
脳卒中リハビリテーション看護 1 3 3

透析看護 1 1 1 2 2 2 2
がん放射線療法看護 1 1 2 2 2 2
慢性呼吸器疾患看護 1 1 2 2 2

手術看護 1 1 1 1 1 1 1
小児救急看護 1 1 1

合計 65 91 102 127 150 180 197

*各年12月末日の登録者数

年(西暦) 2010 2011 2012 2013 2014 2015
2016

10月現在
がん看護 2 2 3 4 5 5 5
精神看護 1 1 1 2 2 2 2
小児看護 1 1 1 1 1 1 1
在宅看護 1 1 1
地域看護

老人看護

母性看護

慢性疾患看護

急性・重症患者看護

感染症看護

家族支援

合計 4 4 5 7 9 9 9

*各年12月末日の登録者数



福島県の特定行為指定研修機関の指定区分 

8 

No 指定研修機関 病床数 特定行為区分 指定日

1
公益財団法人
星総合病院

430
１区分
創傷管理関連

2016/2/10

2
医療法人平心会
須賀川病院

114

３区分
呼吸器（気道確保に係るもの）関連
呼吸器（人工呼吸療法に係るもの）関連
呼吸器（長期呼吸療法に係るもの）関連

2016/8/4

3
公立大学法人
福島県立医科大学

778

１８区分
呼吸器（気道確保に係るもの）関連
呼吸器（人工呼吸療法に係るもの）関連
呼吸器（長期呼吸療法に係るもの）関連
胸腔ドレーン管理関連
腹腔ドレーン管理関連
ろう孔管理関連
栄養に係るカテーテル管理（中心静脈カテーテル管理）　関連
創傷管理関連
創部ドレーン管理関連
動脈血液ガス分析関連
透析管理関連
栄養及び水分管理に係る薬剤投与関連
感染に係る薬剤投与関連
血糖コントロールに係る薬剤投与関連
術後疼痛管理関連
循環動態に係る薬剤投与関連
精神及び神経症状に係る薬剤投与関連
皮膚損傷に係る薬剤投与関連

※循環器関連、心囊ドレーン管理関連、栄養に係るカテーテル管理
（末梢留置型中心静脈注射用カテーテル管理）関連以外

2017/2/23

2016年2月 

2016年8月 

2017年2月 



福島県の特定行為指定研修機関の状況 
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No 指定研修機関 実施状況

1
公益財団法人
星総合病院

期間：H２８年４月～２９年３月
定員：３名
２８年度は法人内職員が受講
（受講者は全員認定看護師：皮膚・排泄ケア２人、訪問看護１人）
※２９年度は外部職員も受入予定

2
医療法人平心会
須賀川病院

期間：Ｈ２８年１０月～２９年９月
定員：６名
２８年度は法人内職員が受講
※２９年度は枠に余裕があれば外部職員も受入予定あり

3
公立大学法人
福島県立医科大学

H２９年４月開講予定
期間：共通科目６か月（４月～９月）
定員：３０名
各特定行為区分の受入人数：５名程度
　共通科目は福島県立医科大学で実施。
　区分別科目実習は、福島県立医科大学および会津医療センターで実施。

※会津医療センターでも実習を行う区分は下記のとおり（２名程度）
　・ ろう孔管理関連
　・ 栄養に係るカテーテル管理（中心静脈カテーテル管理）関連
　・ 栄養及び水分管理に係る薬剤投与関連  7名
　・ 感染に係る薬剤投与関連  7名（うち2名は会津医療センターで実習）
　・ 血糖コントロールに係る薬剤投与関連  7名
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時期 内容 件名 対象

1 Ｈ２７年３月 通知 特定行為研修に関する省令の施行等について
関係団体（医師会長、歯科医師会長、日本
病院会福島県支部長、県病院協会長、県看
護協会長、保健所長）

2 Ｈ２７年７月 通知
看護師の特定行為に係る研修制度に関するリーフレット
の周知について

医療機関

3 Ｈ２７年７月 会議
厚生局看護指導官を講師とした学習会
・特定行為に係る看護師の研修制度について

３００床以上の病院の看護管理者
県看護協会、県看護学校協議会、県立医大
看護学部

4 Ｈ２７年９月 調査
調査項目
・指定研修機関の指定申請意向
・特定行為区分別受講ニーズ

病院

5 Ｈ２７年11月 会議
情報提供及び検討
・上記調査結果報告及び各病院の取組み

３００床以上の病院の看護管理者
県看護協会、県看護学校協議会、県立医大
看護学部

6 Ｈ２８年２月 通知
「特定行為に係る手順書例集」の厚生労働省ウェブサイ
トへの掲載について

関係団体、医療機関、県関係各課

7 Ｈ２８年３月 会議
厚生局看護指導官を講師とした情報提供
・手順書の活用、研修機関の指定状況など

３００床以上の病院の看護管理者
県看護協会、県看護学校協議会、県立医大
看護学部

8 Ｈ２８年６月 通知
看護師の特定行為に係る研修制度に関するリーフレット
の周知について

関係団体、医療機関、県関係各課

9 Ｈ２８年７月 調査
調査項目
・２９年度県内指定研修機関（申請中を含む）への派遣
希望人数

病院

10 Ｈ２８年11月 調査
調査項目
・２９～３４年度の養成計画

看護職員が配置されている全施設

11 Ｈ２８年11月 会議

情報交換
・研修実施機関の実施状況報告
・次年度実施予定機関からの報告
・厚生局からの報告

３００床以上の病院の看護管理者
県看護協会、県看護学校協議会、県立医大
看護学部

研修機関申請中の県立医大には県内の受講ニーズ調査などの情報を提供するとともに、会議に医大研修担当
者が出席するなど連携を図ってきた。
また、研修の実施に向けては県立医大とその所管課、財政課などと協議している。

Ｈ２７年度から

福島県の主な取り組みの経過 



福島県の取り組み 
（１）特定行為研修に係る関係機関への通知等 
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No 時期 件名 通知先

1 Ｈ２７年３月 特定行為研修に関する省令の施行等について
医師会、歯科医師会、日本病院
会県支部、県病院協会、県看護
協会、保健所

2 Ｈ２７年７月
看護師の特定行為に係る研修制度に関するリーフレッ
トの周知について

県内医療機関

3 Ｈ２８年２月
「特定行為に係る手順書例集」の厚生労働省ウェブサ
イトへの掲載について

医師会、歯科医師会、日本病院
会県支部、県病院協会、県看護
協会、医療機関、保健所、庁内関
係各課

4 Ｈ２８年６月
看護師の特定行為に係る研修制度に関するリーフレッ
トの周知について

医師会、歯科医師会、日本病院
会県支部、県病院協会、県看護
協会、医療機関、保健所、庁内関
係各課



（２）既存の会議を活用した事業の周知① 

会議名：福島県看護業務推進連絡会 

＜概要＞ 

■「福島県看護職員需給計画」に基づき、看護職の確保、定着
促進及び資質向上を図るために平成２１年度から実施。 

■年度毎に主な検討テーマを設定し、関係者を招集して年３回
程度実施している。（構成員は固定しない。） 

＜実施経過＞  
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年度 主なテーマ
21 新人看護職員研修について

22 潜在看護職の再就業支援について

23 東日本大震災後の看護職員確保対策
24 福島県看護職員需給計画
25 看護職員確保の取り組み
26 再就業支援研修について



（２）既存の会議を活用した事業の周知② 
＜参集者＞Ｈ２８年度 

（１）学識経験者１人（福島県立医科大学看護学部） 

（２）看護関係団体３人 （県看護協会、県看護学校協議会、県訪問看護連絡協議会） 

（３）看護管理者１５人（一般病床数３００床以上の病院の看護管理者） 

※地域バランスを考慮し、該当病院が多い地域は病床数の多い４病院まで、該当 

  病院がない地域は病床数が多い順に２病院まで 

＜看護師の特定行為研修制度に関する実施内容＞ 
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時期 内容 内容 講師、情報提供者

Ｈ２７年７月 学習会 ○特定行為に係る看護師の研修制度について 厚生局看護指導官

Ｈ２７年１１月 情報交換

○県内医療機関への調査結果について
　・県内医療機関の指定研修機関の申請に係る意向
　・各病院の特定行為区分別受講ニーズ
○各病院の取り組み状況など

県担当者

Ｈ２８年３月 情報提供 ○手順書の活用及び研修機関の指定状況について 厚生局看護指導官

Ｈ２８年１１月 情報交換

○指定研修実施機関における実施状況
○次年度実施予定機関からの報告
○全国の状況
○職員を派遣する側の受講料負担等に係る情報交換

星総合病院
県立医大
厚生局看護指導官



（３）特定行為研修に関するニーズ等調査① 
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Ｎｏ 時期 調査内容

1 Ｈ２７年９月

■対象：全病院
■内容
・指定研修機関の指定申請意向
・特定行為区分別受講ニーズ

2 Ｈ２８年７月
■対象：全病院
■内容
・２９年度特定行為研修への派遣希望人数

3 Ｈ２８年１１月

■対象：看護職員がいる全ての施設
　　　　　（看護職員の業務従事届に併せて調査）
■内容
・指定研修機関の指定申請意向
・２９～３４年度の特定行為研修受講者の養成計画

問１

　あてはまるものを「○」で囲んで下さい。

①　申請する予定である。

②　検討中である。

③　予定していない。

問２

問３

　　　　　　　　（複数選択可）

1

２

３

４

５

６

７

８

９

１０

１１

１２

１３

１４

１５

１６

１７

１８

１９

２０

２１

　下記の特定行為２１区分の中で、受講ニーズがあるものを「○」で囲んで下さい。

「看護師の特定行為」に関する調査

　特定行為研修を行うため指定研修機関の指定申請を検討していますか。

☞　「問２」へお進みください。　

☞　「問３」へお進みください。　

☞　「問３」へお進みください。　

　具体的な申請時期等について記載してください。

①　申請時期　　（平成　　　　　　年度）

②　申請予定の特定行為区分　　（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　　 ※下記の特定行為２１区分より選び、（　）内に「番号」を記載して下さい。（複数選択可）

創傷管理関連

呼吸器（気道確保に係るもの）関連

呼吸器（人工呼吸療法に係るもの）関連

呼吸器（長期呼吸療法に係るもの）関連

循環器関連

心囊ドレーン管理関連

胸腔ドレーン管理関連

腹腔ドレーン管理関連

ろう孔管理関連

栄養に係るカテーテル管理（中心静脈カテーテル管理）関連

栄養に係るカテーテル管理（末梢留置型中心静脈注射用カテーテル管理）関連

術後疼痛管理関連

循環動態に係る薬剤投与関連

精神及び神経症状に係る薬剤投与関連

皮膚損傷に係る薬剤投与関連

創部ドレーン管理関連

動脈血液ガス分析関連

透析管理関連

栄養及び水分管理に係る薬剤投与関連

感染に係る薬剤投与関連

血糖コントロールに係る薬剤投与関連



（３）特定行為研修に関するニーズ等調査② 
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（３）特定行為研修に関するニーズ等調査③ 
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（３）特定行為研修に関するニーズ等調査票④  
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（１）看護師の特定行為研修指定研修機関の指定申請をする計画がありますか。当てはまる番号に○をつけて（　　）に記入願います。

　　　　①　ある　→　（申請予定　　　　　年度）　　　　  　　②　ない　　    　　　③　未定

　「①ある」と回答した場合、指定申請予定の区分番号全てに○をつけてください。（区分番号は次頁の表をご覧ください。）

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21

（２）今後の養成計画（貴施設から受講させたい人数）について、受講希望の区分番号に人数を記入してください。（区分番号は次頁の表をご覧ください。）

　　

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21

29年度

30年度

31年度

32年度

33年度

34年度

区分番号

該当全てに○

養成計画
（受講させたい

人数）

特定行為研修の指定研修機関の申請計画及び研修修了者の養成計画に係る調査（H２８年１１月）



○福島県看護協会 

 Ｈ２９年度県予算に対して、「特定行為に係る看護師の研修
制度の推進」について要望あり。 
 ＜内容＞ 
 ・看護師を研修に派遣する訪問看護ステーションや介護 
  施設等への代替職員確保の経費補助 
 ・研修制度の効果的活用と医療機関、県民への周知 
 
○福島県医師会 

 医療スタッフが少ない本県において、現実には既に看護師
が高い能力を持って取り組んでいる業務を公的に認定する
制度であり、医療を受ける側、提供する側の安心につながる。
医師会としても応援していく。 
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関係団体の要望や考え方 



○H２９年度県計画 
 ・福島県看護職員需給計画の策定（養成目標の検討） 
 ・特定行為研修に職員を派遣する施設への補助制度の創設 
 ・特定行為研修制度の理解の促進（研修目的、研修実施状況、修了者 
  の活躍の様子等、様々な機会をとらえ周知を図る。） 
  
 ★受講しやすい環境を整備し研修修了者を増やしていく。 
  修了者の活躍が目に見えることにより、一般の方、関係者の理解が 
  進む。また、指導者となれる人材も増えていく。 
 
○今後に向けて 
    Ｈ２９年度から指定研修機関が３か所となり、県内で１８区分の研修 が 
 実施出来ることとなる。 

    各指定研修機関で学んだ看護師が、さらに他の指定研修機関で区分を 

  追加して受講する際の共通科目の履修免除など、指定研修機関等関係者 

  の連携を支援していきたい。 
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特定行為研修事業推進のために 
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福島県の看護支援ポータルサイト 

ご静聴ありがとうござました。 


